
岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費補助金交付要綱 

                        

（目的）                                      

第１ この交付要綱は、土地改良区が維持管理する農家の共同利用施設である揚

水機等の電気料金高騰分に対し支援するため、岩手県農業水利施設管理電力価

格高騰緊急対策事業実施要領（令和４年 12 月 27 日付け農建第 425 号岩手県農

林水産部長通知。以下「実施要領」という。）に基づき、県が土地改良区に交

付する補助金について定めるものであり、その交付については、予算の範囲内

において、岩手県補助金交付規則（昭和 32 年岩手県規則第 71 号。以下「規則」

という。）及びこの要綱により補助金を交付する。 

 

 （補助金の交付の対象及び補助額） 

第２  第１に規定する経費及びこれに対する補助額は、次のとおりとする。 

経 費 補助額 

(1) 対象施設 

土地改良区が管理する農業水

利施設 

(2) 補助対象経費 

令和４年度電気料金 

（土地改良区に所属する農業水

利組合等が支払う令和４年度電

気料金に対し土地改良区が補助

する場合を含む） 

(3) 補助対象期間 

令和４年４月～12月分 

令和４年度の燃料調整単価から

令和３年度の燃料費調整単価を差

し引いた額に令和４年度電気使用

量を乗じた額（以下「電気料金高

騰分」という。）の２分の１に相

当する額以内の額（千円未満切り

捨て）  

ただし、基幹水利施設管理事業（平

成８年７月31日８構改A第595号農林

水産事務次官通達）及び水利施設管理

強化事業（令和３年３月29 日付け２

農振第3534 号農林水産事務次官通達

）（以下「国管理事業」という。）の

対象農業水利施設は、電気料金高騰分

から、国管理事業の補助分（県が交付

する補助金の補助率を電気料金高騰

分に乗じた額）を差し引いた額の２分

の１に相当する額以内の額（千円未満

切り捨て） 

 

 （補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更） 

第３ 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に掲げる

変更以外の変更とする。 

（１)  補助金額の増減を伴う変更 

（２） 事業の中止又は廃止 

（３） 補助対象者の変更   



 

 （申請の取り下げ期日） 

第４ 規則第８条第１項に規定する申請の取り下げ期日は、補助金の交付の決定

の通知を受領した日から起算して15日以内とする。 

  

（立入検査等） 

第５ 広域振興局長（以下「局長」という。）は、予算の執行の適正を期するた

め、補助事業者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員に、その事務所、

事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係

者に質問させることができる。 

２ 補助事業者は、補助事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、

当該委託の業務を行う者と契約を締結するに当たっては、局長が、予算の執行

の適正を期するため、当該委託の業務を行う者に対して、必要な報告を求め、

又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物

件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を付さなけ

ればならない。 

 

（概算払） 

第６ 局長は、必要があると認める場合は、補助金を概算払することがある。 

２ 補助事業者は、前項に規定する補助金の概算払を請求しようとするときは、

岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費補助金概算払請求書（様式

第５号）を局長に提出しなければならない。 

 

 （提出書類及び提出期日） 

第７ 規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表の

とおりとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年 12 月 27 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第７関係） 

条 項 提 出 書 類 及 び 添 付 書 類  様 式 提出部数 提出期日 

規則第４条の規定に

よる書類 

岩手県農業水利施設管理電力

価格高騰緊急対策費補助金交

付申請書 

１ 事業計画書 

 

２ その他局長が必要と認め

る書類 

第１号 

 

 

第２-１ 

～２-３号 

 

１部 

 

 

１部 

 

１部 

別に定める。 

規 則 第 ６ 条 第 １

項 第 １ 号 、第 ２ 号

及 び 第 ３ 号 の 規

定 に よ り 承 認 を

受 け る 場 合 の 書

類  

岩手県農業水利施設管理電力

価格高騰緊急対策費変更（中

止、廃止）承認申請書 

１ 事業計画書 

 

２ その他局長が必要と認め

る書類 

第３号 

 

 

第２-１ 

～２-３号 

 

１部 

 

 

１部 

 

１部 

変更（中止、廃

止）の理由が生

じた日から 15

日以内 

規則第 13 条第１項

の規定による書類 

岩手県農業水利施設管理電力

価格高騰緊急対策費補助金請

求（精算）書 

１ 事業実績書 

 

２ その他局長が必要と認め

る書類 

第４号 

 

 

第２-１ 

～２-３号 

 

１部 

 

 

１部 

 

１部 

事業完了後 60

日 以 内 又 は 当

該 年 度 の ３ 月

31 日のいずれ

か早い日 

 

 



様式第１号（別表関係） 

第     号 

年  月  日 

 

○○広域振興局長  様 

 

所在地           

名 称           

 代表者 氏    名 

 

 

岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費補助金交付申請書 

令和 年度において、岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費補助金の交付を

受けたいので、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて、次のとおり補助金の交

付を申請します。 

金       円 

 



様式第２－１号（別表関係）

　事業計画書（Ⅰ）

　岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費　補助金交付申請額総括表

単位：円

補助対象額 交付申請可能額 交付申請額

（様式第２－２号㋔） （様式第２－２号㋕） （様式第２－２号㋙）

合計 0 0 0

※様式第２－２号から転記願います。

※施設名は「○○頭首工ほか」等の記載でかまいません。

※適宜行を増やしてください。

様式第２－２号No 備考施設名

土地改良区名



様式第２－２号（別表関係） No 入力箇所

事業計画書（Ⅱ）

　岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費　補助金交付申請額計算書

1 土地改良区名

2 施設名

3 既存国管理事業選択 1 基幹水利施設管理事業（特別型）

2 基幹水利施設管理事業（一般型）一般

3  基幹水利施設管理事業（一般型）治水協定締結施設

4 団体営基幹水利施設管理事業（一般型）　

5  団体営基幹水利施設管理事業（一般型）治水協定締結施設　

6 水利施設管理強化事業

7 水利施設管理強化事業（治水協定締結施設）

8 補助事業なし

4 使用量入力（kwh) ※使用月ベース

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

低圧 0

高圧 0 ㋐

特別高圧 0

5 燃料費調整単価（円/kwh） 東北電力株式会社公表単価

R3.4 R3.5 R3.6 R3.7 R3.8 R3.9 R3.10 R3.11 R3.12

低圧 -2.48 -2.03 -1.75 -1.52 -1.44 -1.04 -0.60 -0.11 0.31

高圧 -2.39 -1.96 -1.68 -1.47 -1.38 -1.00 -0.58 -0.11 0.30

特別高圧 -2.31 -1.90 -1.63 -1.42 -1.34 -0.97 -0.56 -0.10 0.29

R4.4 R4.5 R4.6 R4.7 R4.8 R4.9 R4.10 R4.11 R4.12

低圧 3.05 3.36 3.47 3.47 3.47 3.47 3.47 3.47 3.47

高圧 2.94 3.24 3.47 4.49 5.64 7.39 9.12 10.59 12.12

特別高圧 2.84 3.13 3.36 4.35 5.46 7.15 8.82 10.24 11.72

4 5 6 7 8 9 10 11 12

低圧 5.53 5.39 5.22 4.99 4.91 4.51 4.07 3.58 3.16

高圧 5.33 5.20 5.15 5.96 7.02 8.39 9.70 10.70 11.82 ㋑

特別高圧 5.15 5.03 4.99 5.77 6.80 8.12 9.38 10.34 11.43

②－① 差額

① 令和３年度

② 令和４年度



6 電気料金高騰分（円）　使用量㋐×燃料費調整単価差額㋑

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

低圧 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高圧 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特別高圧 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 ・・㋒

7 補助対象経費控除額（円）　既存国管理事業補助分（率計算）

(1) 既存国管理事業補助率

国 県 市町村 補助率計

#N/A #N/A #N/A #N/A

(2) 補助対象経費控除額（円）　

・・ ㋓=㋒×補助率計

8 補助対象経費（円）　既存国管理事業控除後

・・　㋔＝㋒ー㋓

改め ・・　㋔

9 交付申請可能額（円） ㋔×1/2(50%)（千円未満切り捨て）

補助対象経費・・㋔ 補助率 交付申請可能額

× 50 %　＝ ・・㋕

10 市町村等からの補助金、支援金等との重複分の確認（円）

(1) 市町村等からの補助金、支援金等（円）

補助対象経費・・㋖ 補助率 交付額

× %　＝ ・・㋗

事業名

#N/A

#N/A

#N/A

0

#N/A #N/A

#N/A



(2) 重複の有無の確認方法

　　　①　補助対象経費の算定方法（額）が県と市町村等と同一の場合   

　（県）補助対象経費㋔　　＜　　（県）交付申請可能額㋕　＋　（市町村等）交付額㋗　　　⇒　重複あり

　　重複額　＝　｜（県）補助対象経費㋔－{（県）交付申請可能額㋕　＋　（市町村等）交付額㋗}｜

　　　②　補助対象経費の算定方法が異なる場合（市町村等＞県）

　（市町村等）補助対象経費㋖　＜　　（県）交付申請可能額㋕　＋　（市町村等）交付額㋗　　　⇒　重複あり

　　重複額　＝　｜（市町村等）補助対象経費㋖－{（県）交付申請可能額㋕　＋　（市町村等）交付額㋗}｜

　　　③　補助対象経費の算定方法が異なる場合（県＞市町村等）

　（県）補助対象経費㋔　＜　　（県）交付申請可能額㋕　＋　（市町村等）交付額㋗　　　⇒　重複あり

　　重複額　＝　｜（県）補助対象経費㋔－{（県）交付申請可能額㋕　＋　（市町村等）交付額㋗}｜

　　　補助率　1/2

　

　

補助率　〇/〇

重複分

①　補助対象経費（高騰分）の算定方法（額）が同一の場合

○○市町村事業

県事業

補助対象経費（高騰分）キ

補助対象経費（高騰分）オ

交付申請可能額　カ

交付額　ク

　

　

補助率　1/2

補助率　〇/〇

重複分

○○市町村事業

県事業

補助対象経費（高騰分）　キ

補助対象経費（高騰分）　オ

② 補助対象経費（高騰分）の算定方法が異なる場合（市町村等＞県）

交付申請可能額　カ

交付額　ク

　

　

補助率　〇/〇

補助率　1/2

重複分

○○市町村事業

県事業

補助対象経費（高騰分）　キ

③ 補助対象経費（高騰分）の算定方法が異なる場合（県＞市町村等）

補助対象経費（高騰分）　オ

交付申請可能額　カ

交付額　ク



(3) 重複の有無の確認

補助対象経費が、次に該当することから、(↓該当する番号・内容が自動的に記載されます。）

#N/A

下記の式で重複の有無を確認(↓該当する算定式が自動的に記載されます。）

#N/A

本申請においては、

円 円 円 円
#N/A #N/A #N/A 　　＋ 0 = #N/A

であることから、

(4) 重複がある場合の金額

重複額算定式は、下記による。(↓該当する算定式が自動的に記載されます。）

#N/A

・・㋘

(5) 重複額の取扱い（重複額を県申請額から差し引くか、又は市町村等申請額から差し引くか。）

※10(3)において、重複ありの場合、選択肢が表示されます。

#N/A

#N/A

#N/A

11 交付申請額（円）

#N/A

【申請チェック覧】※チェックマークを入れてください。

３欄　既存国管理事業の選択に誤りはありませんか？

４欄　低圧～特別高圧及び４月～12月それぞれ、入力セルに誤りはありませんか？

10(3)欄　今回申請において、市町村等補助金との重複額はありますか？

10(5)欄　重複額がある場合、市町村等、県のいずれから重複額を差し引きくかの選択について誤りはありませんか？

#N/A

#N/A

#N/A

無有



【参考１】 既存国管理事業の補助率 単位：%

国 県 市町村 補助率計

40 30 70

30 30 60

33.33 30 63.33

30 30 3 63

33.33 30 3 66.33

50 25 25

18.75 9.375 9.375 37.5

50 25 25

21.42 10.715 10.715 42.850

※団体営基幹水利施設管理事業で、市町村が補助残を全額負担している施設は、本対策費の対象とはなりません。

※　様式第２－２号は、既存の国管理事業毎（または補助事業なし）に交付申請可能額を算出するために作成するものです。

※　複数の施設が対象となる場合は、様式２－３号で、既存の国管理事業毎、低圧～特高毎に使用量の合計を算出してから、本様式を作成願います。

※　使用量を入力しますと、交付申請可能額が自動計算されます。

 ※　本事業と重複する市町村等からの補助金、支援金等がある場合は、10欄で確認を行ってください。

多面的経費
0.75/1.75

上記以外
1.0/1.75

実負担割合

管理事業名

一般

治水協定締結施設

多面的経費
0.6/1.6

上記以外
1.0/1.6

実負担割合

基幹水利施設管理事業（特別型）

基幹水利施設管理事業（一般型）

水利施設管理強化事業

水利施設管理強化事業
（治水協定締結施設）

一般

治水協定締結施設

団体営基幹水利施設管理事業
※

（一般型）



様式第２－３号（別表関係）　　

　事業計画書（Ⅲ）

岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費　施設内訳書

　土地改良区名

　様式第２－２号No

　既存国管理事業

　契約種別 （特別高圧or高圧or低圧）

使用電力量（kwh)

番号 施設名 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 計

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0合計

※様式第２－３号は、既存の国管理事業毎（または補助事業なし）かつ契約種別（低圧～特別高圧）毎に使用電力量を集計するために作成するもの
です。
※月毎の合計を、様式２－２号の使用量入力表に転記してください。
※適宜、行を増やしてください。



様式第３号（別表関係） 

第     号 

年  月  日 

 

○○広域振興局長  様 

 

所在地           

名 称           

 代表者 氏    名 

 

 

岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費変更（中止、廃止）承認申請書 

令和 年 月 日付け岩手県指令 広 第 号で補助金の交付の決定の通知のあった岩

手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策事業の実施について、次の理由により事業を

変更（中止、廃止）したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

記 

理 由 

 

 



様式第４号（別表関係） 

第     号 

年  月  日 

 

○○広域振興局長  様 

 

所在地           

名 称           

 代表者 氏    名 

 

岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費補助金請求（精算）書 

令和 年 月 日付け岩手県指令 広 第 号で補助金の交付の決定の通知のあった岩

手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策事業が完了したので、岩手県補助金交付規則

により、関係書類を添えて、次のとおり補助金の交付を請求（精算）します。 

金       円 

補助金交付決定額 金       円 

概算払受領額   金       円 

 

注 精算の結果、交付を受ける補助金がない場合は、表題の「請求」及び本文中「補助金

の交付を請求」を「精算」と記載すること。 
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岩手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策費補助金概算払請求書 

令和 年 月 日付け岩手県指令 広 第 号で補助金の交付の決定の通知のあった岩

手県農業水利施設管理電力価格高騰緊急対策事業について、補助金の概算払を受けたいの

で、次のとおり請求します。 

記 

１ 請求額 

金        円 

 

２ 内 訳 

補助金交付 

決 定 額 
既受領額 今回請求額 差引残高 

    

 

３ 理 由 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 


